


















お わ り に
IV昭 和30年代
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少年非行は,昭 和26年 を ピー クとしてそ の後減少を 続 けでいたが,昭
和30年 か ら再 び増加に転 じ,昭 和39年には主要刑法犯少年 の補導人員は
'151,083人を 記録 し戦後第2の ピー クを迎 えた。 非行の質 にお いて も,昭
和30年代は,暴 行,傷 害,恐 喝,性 犯 罪 などの粗暴 な非行が顕著にな って
くる時代 であ る。 さ らに39年の ピークに向か うに したがい,非 行の低年齢
化や 集団化 の傾 向が 目立 って くる。
この ような少年非行の状況 の中で,少 年警察は人的に も,組 織的に も整
備強化す るこ とに力が注がれた。 と りわけ,少 年補導体制 の強化 と地域 と
の連携活動 の強化が推進 された。 また少年警察に関す る科学的な研究体制
が整備 された ことも挙げ られ よう。































の必要性が認識 され る ようにな って きた ことが注 目され るであろ う。
① 少年補導 セン ターの設置
少年補導 セ ンターは,警 察職 員,教 育関係者,少 年補導 員等少年 の非行
防 止活動に携 わ る機 関,団 体 等が協 力 して,地 域 におけ る非行防止活動 を
総合 的,計 画 的に行 うための拠 点 として,地 方公共 団体等 に よ り設け られ
てい るものである。
この少年補導 セソ ターは,昭 和27年京都市 に設 け られた 少年補導所が最
初 であ った とされ る1)。そ して39年 に少年補導 セ ンターの運営費補助が制
度化 され るよ うにな ると,各 地 で急速 に設置 され るよ うにな った。
少年補導 セ ンターは,盛 り場等 の街頭補導 活動,青 少年問題 に関す る相
談,警 察 ・児童相談所 ・家庭 裁判所 等へ の通 報連絡,家 庭 ・学 校お よび職
場 に対す る補導連絡 をその主要 な業務 と してお り,そ の運営 については,
地域 に よりかな りの相違 が見 られ るが,地 方公共団体や警 察な どが運営 主
体 とな ってい る。 当初 は警 察か らの働 き掛 けに よって設 置された ものが多
く,そ のたあ運営 主体 も警 察又は防犯協会等に よるものであ ったが,そ の
後運営 主体 も次第 に都道府県及 び市町村 に委ね られてい き,警 察が主体 と
な ってい るものは,昭 和59年では10ヵ所 とな ってい る1)。
② 非行防止地区計画 の推進
昭 和30年,地域 におけ る総合的な非行防止活動を推進す る こ とを 目的 と
し,そ の地 域の警 察を始め関 係機 関,団 体,住 民等の協力に よる施 策や活
動を重点的に実施す ることを内容 とす る計画 として 「非行防止地区計画」
が全 国的 に推進 された。
す なわ ち,警 察を初め とす る関係機関,団 体,住 民の協 力 の下に,非 行
多発地区や非行少年 多住地区等を選び 出 し,そ の地域におけ る少年 非行の
実態 ・原因等 の非行防止計画実施 の基礎 となる事項を調査 し,そ の調査結
果に基 づいて当該地域 の実情 に適合 した計画 を立てて,街 頭補導 ・少年 相
談 ・暴力追放 運動等各種防犯運動 の推進 ・スポーツの振興 な どの活動に よ
ってそ の計画を実践す るとい う内容を持 つ ものであ った。 地域に よる非行
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防止体制 の確 立を図 るため,こ の 「非行防止地区計画」の推進 は と くに警
察 に よって強調 され,昭 和38年4月には,全 国で748地区 で実施 されて い
た2)。
③ 婦人補導 員の採用
昭 和30年の北海 道警 察を皮切 りに,各 県 で少年警察専従 員 として婦人補
導 員が採用 され る ようにな った。
・婦 人補導 員 とは,道 府県警察 の職 員であ って,一 般 にママ ・ポ リス と呼
ばれ,街 頭補導,調 査 ・面接,少 年相 談,家 庭職場連絡等,婦 人 の特性 を
生か した母親的 アプ ロ・一チが期 待 され ていた3)。
② 触 法少年事 案,少 年事件 の処理 手続 の適正化
① 通達 「触法少年 事案の取 扱について」
昭 和25年8月制 定 された 「問 題少年 補導要領 」は,そ の内容について検
討改 善 の余地があ り,そ の中で も特 に触法 少年事案 の取扱い の適正化を図
るため,昭 和31年5月24日警察庁刑事部長 よ り 「触法少年事案 の取扱につ
いて」通達が発せ られた。
この通達の項 目を挙げ る と,
1.触 法少年事案処理 の要領
2.触 法少年事案 に関す る調査
3.触 法少年事案に関 す る物 の措 置
4.触 法少年 事案調査後 の措 置
であ る。
この うち,2で は触法 少年事案 の調査に当た って,特 に留意す べ き事項
お よび作成すべ き書類 の基準等を 明 らかに してい るが,特 に,触 法少年事
案にお いては非行事実 のほかに非行 の原 囚,動 機,少 年 の性行,環 境等 を
調査 し,こ れ らを総合 の上その少年を人格的に把握 して,少 年に最 も適切
な処 置を講ず ることの重要性を強調 してい るのが注 目され る。
② 「犯罪捜査規範」制定
問題 少年 の補導お よび少年の環境浄化をその主要 な任務 とす る少年警察
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活動 であ るが,警 察 におけ る少年事件処理 の手続を定 めた法は存在 しない。
少年事件処理 手続 を少年 法の理念 に合致 した適正な もの とす るために,昭
和32年7月11日犯罪捜 査全般 の準則 であ る犯罪捜査規範の制定を機 に第10
章に 「少年に 関す る特則 」が設 け られ た。少年事件 の捜査 に関 してではあ
るが,少 年 の特性,少 年 保護 法制 の仕組み等 を考慮 して,成 人 と異 な り特
に留意すべ き事項 や特に必要 とされ る手続 き等 の特則が定 め られた。
この犯罪捜査規 範は、,警察法第5条 第2項 第13号,第12条お よび同法施
行令第13条の規定 に基 づ く 「警 察職 員の勤務及び活動の基準 の準則」 とし
ての性質を有す る国家 公安委 員会規則 である。
新規範は,昭 和29年7月に施 行 され た新警察法に適応 し及び28年の刑事
訴訟法 の改 正の趣 旨を充分採 り入れ るため に,従 前 の規範を全面改正 した
もの であ り,捜 査 におけ る個 人の基 本的人権を尊重 し,捜 査 を適正化,合
理 化す るこ とをそ の主要 な 目標 としていだ)。 そ の第2条(捜 査 の基本)
には,次 の よ うに規定 され ている。
1捜 査は,事 案 の真相 を明 らかに して事件を解決す るとの強固な信念
を もって迅速適確 に行わ なけれぽ な らな い。
2捜 査 を行 うに当た っては・個人 の基本的人権を尊重 し・かつ・公正
誠実に捜 査の権限を行使 しなければな らない。
以上 の ように,・捜査 の基本 を個人の基本的人権の尊重 と,捜 査 の適正に
お く犯罪捜査規 範は,そ の第ユ0章「少年 に関す る特則」で,刑 事訴訟法に
は規定 されて いな い少年事 件に必要な心構 えや手続を明示 した。 その内容
は,昭 和25年に制定 された従前 の犯罪捜査規範 とほ とん ど同趣 旨であ り,
おな じく25年に制定 された 「問題少年補導要領」 とも同様の ものであ る。
これ らを基本的に維持 して,そ の延長線上にあ り,そ の後の諸通達 の趣 旨
を組み入れて若干 の修 正を している点があ るだけであ り,新 設 された規定
は204条(保護 者等 との連絡)と214条(通告の指揮)で あ る。
その202条に 「少年事件 の捜査を行 うに当た っては,犯 罪の原因及 び動

















































































































































































導要領」 に端的 に現 れてい るよ うに,そ れ までは,個 々の非行少年 の補導
活動 に少年警 察活動の重点は置かれたいたが,昭 和30年代 も中頃にな る と,
非行集団の形成防 止 ・発見解体活動(後 述す る 「少年 の非行集 団対策 につ
いて」)や少年 を取 り巻 く有害環境 の 排除活動等 に も目が 向け られ る よ う
にな って きたので ある。そ の背景には,増 大激化す る少年非行 の趨勢 に対
処す るには個 々の少年だけを ターゲ ッ トに していたのでは不十 分で,一 般
予防的観点 の必要性が認識 され る よ うになった ことが あ るのではなか ろ う
か。 これ らに よって,少 年警察活動 は,よ り総 合的に とらえ られ るよ うに
なるので あ る。
② 少年 補導 員制度 が全国的制度 として発足
それ まで多 くの都道府 県においてボ ラ ンテ ィアに よる非行防止活動を行
う少年 補導 員制度 が設 け られていたが,昭 和37年4月に全国的制度 として
採用 され るこ とにな った。 これに より民間 ボ ランテ ィアに よる非行防止活
動が さらに強化 され,地 域に おけ る非行防止活動の中核 として活動 の中核
として活動す るこ ととな った。
③ 「少年 の非行集団 対策たつ いて」
少年非行が,戦 後第2の ピー クにむか って増加を続 け るとともに,非 行
の低年 齢化,集 団化の傾 向が顕著に なってきたため,昭 和38年7月4日 中
央青少年問題 協議会は,「少年 の 非行 集団対策 につ いて」の基本要綱を決
定 した。警 察庁 は この中央 青少年問題 協議会 の依頼 に応 じて,同 年7月23
日保安局長 名で 「少年 の非行集団対策 につ いて」通 達を発 し,非 行集団の
形成防止,発 見解体等の活動 を強化 した。
中央 青少年 問題協議 会の決定 した 「少年 の非行集団対策につ いて」の基
本要綱 の趣 旨は 「少年 の非行集団の形成を予防 し,あ るいは これを早期に
発見 して,解 体そ の他の適切 な措置を講ず る ことは,青 少年 非行に関す る
事態 の好 転をはか るため,最 も緊要 な課題 の一 つである といわ なければ な
らない。 しか るに,従 来,少 年非行対策は,個 々の少年の取扱 いに重点 が
おかれた傾 向に あ り,集 団を対象 とす る対策については,な お配慮に欠け
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ると ころが 多 く見受け られ る。 よって,中 央青少年問題協議会は,国 お よ
び地方共公団体が中学校を中心とする年齢層の少年の非行集団に関する総
合的対策 を樹立 し,こ れを推進す るため,左 記の措置を講ず る ことが必要
で ある と認 め る」 ところにあ った。そ して この基本要綱は,1.少年 の非行
集 団の形成防止 のための施策の強化,2.少年 の非行集団に対す る補導 の強
化,3.関係機構,団 体の連絡 提携 の強化 を内容 としていた。
④ 学校警察連絡協議会 結成 の全 国的推進
昭和38年10月10日警察庁 と文部省 とが協議 した結果,警 察庁保安局長お
よび文部 省初 等中等教育局 長 よ り 「少年 非行防止 におけ る学 校 と警察 との
連絡強化 につい て」通達が発せ られて,学 校 と警察相互 の連 絡体制 の強化
が図 られた。 これ る契機 として学校 警察連 絡協議会 の結成 が全国的 に推進
された。
交友関係 を初 め と して少年非 行 と大 きな関係を もって いる学校 と緊密 な
連 絡を と りなが ら補導 を行 うこ とが,少 年 非行防止に とって重要 であ る こ
とか ら,警 察 と学校 との連 絡体制はそれ以 前か ら設 け られ てお り,昭 和38
年4月1日 当時 では警察庁 の調査 に よれぽす でに学 校警 察連絡協議会は,
組織 数1,820,加入学 校数25,387(全国学 校の約54%)とな っていた8)。
しか し,昭 和30年代 も終 わ りに近 くな るに したが って,少 年非行は昭和
39年の戦後第2の ピー クをむかえつつあ り,非 行の集団化 と ともに低年齢
化の傾 向が顕 著に なって きた。 さ らに高度経済成長期 に向かい入 々の生活
も豊か にな り,高 校への進学 率 も高 くな ってい った。 このため次第 に非行
少年 における児童 ・生徒 の占め る割合が大 き くな って きた。 そ こで,よ り
一層警察 と学校 の連絡体制 の強 化を図 るた め,警 察庁 と文 部省 とが 協議 し
た結果,前 述 の通達 が発せ られ ることとな ったのであ る。 この通達が発せ
られた こ とに よって,学 校警察連絡 協議 会の結成は全国的 に推 し進め られ
る ことにな った ので ある。通達 が発せ られた10年後の昭和48年には 『警察
白書』'によれ ば,学 校 警察連絡 協議会は,全 国で2,109組織 あ り,小 中学
校 ・高校 の90%以上にあた る36,270校が加盟 す るにいた った。,
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V昭 和40年代
少年 非行は昭和39年を ピ一ー・一クとして40年代に 入る とよ うや く減 少の傾 向
を見せて きた。 しか し,他 方で経 済の高度成長 に ともない生 じた産業化,
都市化等の急激 な社 会変化 は,青 少年 と直接関係 の深 い環 境に も著 しい変
化 を もた らした。 それを反 映 して,シ ンナーや覚醒剤 の乱用,万 引 き,自
転車盗,ナ ー トバイ盗な どの逃避的な非行,粗 暴犯,暴 力的性非行,暴 走
行 為等,少 年非行は多様化 ・流動化が顕著 とな って きた。 また,補 導 され
る非行少年の特性 も,両 親が健在で経済的 に も 「中」以上 の家庭 の少年が
7割 以上を 占め るよ うにな り,非 行少年中 の学生 ・生徒 の割合 も過半数を
超 えてお り,非 行の 「中流 化」 「一般化 」が指摘 され る よ うにな って きた9)。
この よ うな非行現象に対処す るため,こ の時期の少年警察はそ の質的強
化 を図 ろ うとしたが,そ の中で も最 も重点 を置 いたのは少年補導におけ る
「非行 少年 の処遇」であ った と思われ る。簡 易送致基準の範囲の拡張,少
年 事件選別主任 者制度 の発足,交 通反則通告制度 の 少年 に 対す る運用,
「当面 の少年警 察運営 につ いて」の通達等が それであ る。 この うち簡 易送
致 基準 の緩和 と交通反則通告制 度は,実 質 的に軽微な非行に対す る処遇 の
主体が警 察に移行す るもの として,少 年法 の全件送致主義 との関係で問 題
とされ るところであ る。
また,40年代は,41年5月 に 「少年法改 正に関す る構想 」が,つ づい て
45年6月に 「少年法改正要綱 」がそれ ぞれ公表 され て,少 年 法改 正をめ ぐ
っての論議が活発に行われ た時期で もあ った。
(1}「少年 法改正に関す る構想」
昭和30年以降増加を続 け る少年 非行の動向 を憂慮 して,昭 和40年9月20
日中央青少年問題協議会は,当 時 の佐藤 内閣総理大臣にあ てて 「青少年非
行対策に関す る意見 」1を具 申 した。 これ に応 じて,同 年11月30日内閣官房
































ら簡 易送致基準 の改正が要望 され ていた。 そ こで,昭 和44年4月簡易送致
基準について最高裁判所,最 高検察庁,お よび警察庁の間で協議が行われ
た結果,そ れぞれの機 関は昭和25年の通 達の一部を改 正す る通達12)を発 し
た。 そ して簡 易送致の基準 を定めていた犯罪捜査規範 の一部改 正 も行われ
同年6月1日 よ り施 行 され ることにな った。
① 改 正の趣 旨
昭和44年5月15日,警察庁保安 部長 よ り各管 区警察局長,警 視総 監,各
都道府県警察 本部 長,各 方 面本部長 にあてた通達 「少年事件 の簡 易送致に
ついて」に よれぽ】3),その改正の趣 旨は,
「従来の少年事 件簡 易送致においては
1.犯 罪捜 査規範第211条第1項 に規定す る要件が厳格であ るぼか りで
な く,同 条第1項 各号 の規定を形式的 に解釈 して狭 く運用す る向 きが
み られ,こ れが簡 易送致 の活用を阻害す る因 とな っていた。
2.家 庭裁 判所 お よび検察 庁が各都道府県警 察 と協議 して定め る少年事
件簡 易送致 の指定 内容 につ いては,準 拠すべ き統一基準がなか ったた
め,各 都 道府県 におけ る指定 内容が広狭 区 々にわかれ,そ の運用 に不
均 衡が見 られ た。
な どの問題点があ り,そ の活用状 況 も消極的であ って制度 本来 の趣 旨が生
か されていない うらみが あ った。
したが って,犯 罪捜 査規範 に定 め る要件 を緩 和 して簡 易送致事件の範囲
を拡大す る とともに,巾 央 に おいて簡 易送致に関する指定 内容 の基 準を定
めて統 一運用を図 り,少年 事件処理 の効 率化 と少年処遇 の適 正を期す るこ
ととした もので ある」 とされ ていた。
② 犯罪捜査規範 の改正
旧第211条1項 は,
「捜査 した 少年事 件について次の各号の一に該 当 しない ものであ って,そ
の事実が きわめ て軽微であ り,犯 罪の原 因及び動機,当 該 少年 の性格,行
状及び環境,家 庭 の状況等か ら,刑 罰又は保護処分を必要 としない と明 ら
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かに認め られ,か つ,警 察官 又は家庭 裁判所 か ら,あ らか じめ指定 され た
ものについ ては,被 疑少年 ごとに少年事件簡易送致書 を作成 し,一 月 ごと
に一括 して検察官又は家庭 裁判所 に送致す ることがで きる。
1.被 疑事実が二以上 あ るもの
2.再 び罪 を犯す おそれが ある と認め られ る もの
3.か つ て罪 を犯 した もの」
と規定 していたが,新 しい第211条1項 は,、
「捜 査 した少年事件につい て,そ の事実 が きわ めて軽微 であ り,犯 罪の原
因お よび動機,当 該 少年 の性格,行 状,家 庭 の状 況お よび環 境等か ら見 て
再 犯のおそれがな く,刑 事処 分 または保護処 分を必要 としない と明 らかに
認め られ,か つ,検 察官 または家庭 裁判所 か らあ らか じめ指 定され た もの
については,被 疑 少年 ごとに少年事 件簡 易送致書 を作成 し,一 月 ごとに一
括 して検察官 または家庭 裁判所 に送致す ることがで きる。」 とした。
そ こでは旧規範 の1号 と3号 とが削 られてお り,被 疑事 実の個数 お よび
前歴に基づ く制限が緩 和 されてい る。
③ 簡 易送致 の基準
簡 易送致 の基準 につ いては,犯 罪事実が きわめ て軽微であ り,犯 罪 の原
因お よび動機,当 該少年 の性格,行 状,家 庭の状況お よび環境等か らみて
再 犯 のおそれがな く,刑 事処分 または保護処分を必要 と しない と明 らかに
認め られ る事件 であ って,次 の(うお よび口に該 当し,か つ,(ヨに該 当しな
い もので,あ らか じめ検察官 または家庭裁判所が指定 した もの と し て い
る14)。す なわ ち,
日 罪 種
1.窃 盗,詐 欺,横 領,恐 喝お よび駐物に関す る罪
2.暴 行,傷 害お よび脅迫
3.賭 博
4.そ の他,長 期3年 以下の懲役 もし くは禁 固お よび罰金,拘 留 また
は科料 にあた る罪
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口 被害等 の程 度
1.被 害額 また は粧物 の価額 の総額が,お おむね5,000円未満の もの
た だし,恐 喝罪 につ いては,お おむね1,000円未満の もの
2.傷 害 の程度が,お おむね全 治10日以内の もの
3.そ の他,法 益侵害 の程度 が極めて軽微 なもの
日 簡 易送致 書に よ り送致 で きない事件
1.鉄 砲 または刃物 その他 の物 を凶器 として犯行に使用 した もの
2.被 疑事実が二 以上あ るもの
ただ し,犯 行の 日時,場 所 の接着 した 同一罪種の ものな ど明 らか
に偶発的犯行 と認め られ るものを除 く
3.か つて,非 行(道 路交通法違反を除 く)を 犯 し,過 去2年 以内に
家庭 裁判所 に送致(簡 易送 致を除 く)ま たは通告 され た もの
4.被 疑事実 を否認 してい る もの
5.告 訴,告 発にかか る事 件
6.刑 事訴訟法第199条(通常逮捕),第210条(緊 急逮捕)ま たは第
213条(現行犯逮捕。ただ し,警 察に引致後直ちに 釈放 した場 合を
除 く)の 規定 に よ り被疑者 を逮捕 した事 件
7.権 利者に返還 できない証拠品のあ る事件
であ る。
以上 の よ うな簡 易送致 の基準は,罪 種,被 害等 の程度 な ど 「要保護性」
よ りも 「行為」を中心 としている と考え られ る。確かに少年 保護事件 にお
いて保護処分が必要 か否か,ま たいか なる保護処分を科す るべ きかは,非
行事実 と少年 の要 保護性に よって決定 されなければ な らない】の。非行事実
は,少 年保護事件 におい て人権保障 的機 能を果た しているのであ る。 しか
し,「刑事事件 の対象は 事実 であ り,保 護事件の対象は 人格 であ る」 とい
う言葉 が よ く少年 法の理念を表 現 して いるよ うに,少 年保護手続は非行 少
年 を保護 ・教育 の対象 と考 え,そ の健全育成のために最善の方 策を選 択 し































年 の取 り扱いが形式的 にな らない よ う十分配意 し,犯 罪捜 査規範第211条
第3項 に規定 す る ところに従 い,当該 少年 に対 しては,その性格,非 行性の
深度 に応 じ適切に補導す る とともに,保 護者,学 校の教師,雇 主等 に対 し
て も,じ 後の指導 につ いて必要 な注意助言を与え るな ど,再 犯防止の ため
に必要 な措 置を講ず るこ と。 この場合 においては婦人補導員,少 年補導 員,
少年補 導 セ ンター等 の活用 につ いて も十分配意す ること。」 としてい る。
これ に対 して,最 高裁判所 や検察庁 の態度はかな り慎重であ るといえ よ
う。昭和44年4月25日付 の最高検刑事部長内簡 「少年事件の簡 易送致基準
の実施 について」 には,「本 口次長検事か ら少年事件の 簡易送致の基準 に
つ いて,通 達が出 された のであるが,木 通達は,昭 和25年7月の検事総長
通達 を変更す る趣 旨の ものでは な く,単 にその内容 を具体化 した ものに過
ぎな い。」 と記 されて いる。 また,昭 和44年度各高等裁判所管内少年係(次
席)家 庭裁判所調査官会 同で配布 され た最高裁家庭局 の資料 「簡 易送致事
件 の処 理に関す る通達 の改 正につ いて(説 明)」に よれば,「今般の改正 の
主眼 は,簡 易送致が認 め られ る軽微 な事件 の範囲をある程度具体的に明確
にす る反 面,被 疑事実 の個数お よび前歴に基づ く制限を若干緩 和 しよ うと
した ことにあ る。 しか し,こ の ことは,簡 易送致手続は,今 般 の家庭局 長
通 達r一 基本 方針 の1軽 微 な少年 事件の範 囲』 の冒頭 に記載 した ように,
r犯罪事実が きわめて軽微 であ り,犯 罪の原因お よび動機,当 該少年 の性
格,行 状,家 庭 の状 況お よび環 境等 か らみ て再犯 のおそれが な く,刑 事 処
分 または保護 処分(保 護的措 置を も含む ことにつ いては後述)を 必要 とし
ない と明 らか に認め られ る事件』 について認 め られ るのであ り,こ の点 は,
基本的 に昭和25年の家庭局 長通達 と全 く変 わ りが ない。 また,罪 種,被 害
等 の程度,簡 易送致書に よ り送致で きない事 件について今般 の通達があげ
る点 は,右 の基準を具体化す る ものであ るにす ぎない(昭 和44・5・25付
最高検刑秘 第46号最高検察庁刑事部長内簡 「少年事件の簡 易装置基準の実
施 につ いて」 もこの趣旨を 明 らかに してい る)。」(傍点 も原文の まま)と 、
慎重 な態 度を示 しているのであ る。
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(3)少年事 件選別主任者制度 の発足
昭和45年5月13日,警察庁次長通 達 「少年事件選別 主任者の設置 につ い
て」に よ り,少 年 事件選別主任者制度 が発足 し,全 国の各警察署 に置かれ
た。 この制度 は,44年6月 に簡 易送致基準が緩和 され簡 易送致 の実施 が拡
大 されたのに ともない,再 犯のおそれや保護処分の必要性 の判断 を厳格 に
行 う必要が あ ること,お よび特に少年 係以外の係に よって行われ る事 件処
理におけ る措 置や処遇 意見の決定 が適正に なされ る よ うに専 門的立場 か ら
助言す るため実施 され るにいた った もので ある。そ の後昭和48年に少年警
察活動要綱第13条の2と 第34条第5項 に規定 され て要綱 上の制度 とな って
今 日に至 ってい る。
しか しなが ら,制 度 を設 けた ものの運用 の実態は,制 度 本来の趣 旨を生
かす ことが で きずに形 骸化 してい るとい う内部か らの指摘 も聞かれ る よ う
にな るのであ る。す なわ ち少年事 件処理 の経 験があ ま りない者が,た だ上
位の階級 にあ るとい うことだけ で選別 主任 老に専任 され た り,ま た 少年 事
件の量的増大 に ともない,選 別 主任 者のチ ェックが形式的 な書 類上 の審 査
に流れ る傾 向が見 られ るよ うにな った とい う17)。
{4)「少年法改 正要綱」
少年法改正に関す る構 想が公表 されてか ら4年 後,昭 和45年6月18Hに
法務大臣は少年 法を改正す る必要 があ るとして,法 制審議会 に少年法改 正
要綱 につ いて諮 問 した。
その内容 の骨子は,
① 青年層(18歳以上20歳未満)の 設 置 と そ の 処 理手続 の刑 事訴訟化
(要綱1,2)
② 適正手続 の保障～供述拒否権 ・付添人選任権 の告知,国 選 付添 人制
度等(要 綱3,4)
③ 検察官 の関与 ～証拠 調請 求権,立 会権,意 見陳 述権,抗 告権等(要
綱5,10)
④ 保護 処分 の多様化,流 動化(取 消 ・変更)(要 綱8,9)
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⑤ 家庭裁判所 の刑事 裁判権(要 綱16)
⑥ 判決前調査制度(要 綱18,19)
⑦ 司法警察 員及び検察官に よる不送致 ・不起 訴処 分(要 綱12,13,14,
15)
⑧ 検察官 に よる手続 の選別(要 綱26,27,28)
であ る18)。
改正要綱 の全体 の特色 としては,現 行 少年法 と比較す ると,警 察及 び検
察官の少年事件手続 に関与 す る権 限を大幅 に拡大 している ことが挙 げ られ
るだ ろ う。
特に警察官の不 送致 処分に関 しては,要 綱12は 「司法警察 員は,少 年 の
被疑事件の うち,最 高裁判所規則 の定め る罰金以下の刑 にあた る事件又は
検察官が刑事訴訟法第246条た だ し書 に よ り指定 した禁鋼以上 の刑 にあた
る事 件につ いては,そ れぞれ,家 庭裁判所又は検察官 に送致 しない事が で
きる もの とす ること。」 としてい る。 この警 察官 の 不 送致処 分に つ いては
刑事局長は以下 の ように説明 している。す なわち,現 行少年法 の制度上 の
問題点は,「少年事件 の処理,少 年 の処遇 に 関す る 関係機関の協力体制が
果た して十全 のものであ るか ど うか とい う点であ りまして,公 益を代表 し,
法 の正 当な適用 の確保等 につ いて責任を有 してい る検察官を少年事件の処
理についてほ とん ど全 くとい って よいほ ど関与 させない こ とが適当であ る
か ど うか,ま た,事 案 の軽重や要保護性の大小に関係 な く,す べての事件
を家庭 裁判所 に集中 し,司 法前処理 を許 さない とい う制度が 少年 の早期 治
療 とい う観点 か ら見て最 も合理的である といえ るか ど うか とい う点であ り
ます」。そ の よ うな問題点に 対す る解 決案 と して要綱 は 「少年 の被疑事 件
について も,一 定 の限度 内において司法警 察員及 び検 察官 に よる不 送致処
分を認め ることとしてお ります。(省略)数 多 くの 少年事件の 中には,明
らかに刑事訴追 も保護処分 も必要がない と認め られ る事 件 も少な くあ りま
せん ので,一 定 の限度 内におい て,警 察段階及び検察段 階における司法前
処理を認あ,関 係諸機関がその職分に応 じて少年事件 の処理に協力す ると
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い う体制 を確立す ることが,単 に訴訟経済的観点か ら見て効率的であ るば
か りでな く,刑 事政策的観点か らも,少 年 の早期治療 とい う目的に役立 ち,
かつ,家 庭 裁判所が,真 に司法的な措置の必要 な事件 の処理 に力を注 ぎ,
よ り適切 な処理 ・処遇 を行 うこ とがで きることになる もの と考 え られ るの
であ ります。 もちろん,不 送致 と申 しま して もこれ を野放 しにす る とい う
わけではあ りませ ん。 この点については,現 在,事 実上の措 置 として行わ
れてお ります いわゆ る警察補導 の実績に も注 目す る必要が あ ると考 え られ
るのであ ります」。
以上 の よ うに改正要綱 におけ る警 察官 の不送致処分(司 法 前処理)は,
簡 易送致 基準 の改訂や少年に対す る交通反則通告制度 の運用 に見 られ る姿
勢 を よ り徹底発展 させ,現 行少年 法の全件送致主義そ の ものを正面か ら修
正 しよ うとす る もので ある。す なわち,少 年事件 の選別 ・処遇 の実質的権
限を強化す るとい う内容を持 っていた19)。
㈲ 少年 に対す る交通反則通 告制度 の運用
昭和30年代に入 ってか ら自動車 の普及に ともない交通事故 に よる死傷者
の数は増加を続け,昭 和45年には 戦後最高 の死者16,765人,負傷者981,096
人(犯 罪 白書昭和46年版)を 記録 す るに至 った。 また昭和44年に検察庁で
既済 とな った業務上過失致死傷事件 の うち,少 年 の占め る割合は,14.3%
であ り,重 過失致死傷事件では,43.0%に及んでいた(犯 罪 白書昭和45年
版)。交通安全 の確保 とともに大量の交通違反事 件の円滑 な 処理 の 要請は
緊急を要す る社会問題 とな っていた。
このため,成 人については,昭 和43年7月1日 か ら交通反 則通告制度 が
新 しく設け られて,一一定 の道路交通違反行為(反 則 行為)に ついては,反
則 行為 を認知 した警察官 の告知に よ り反則金 を納 付させ る手続が設け られ,
反則者 が法定 の期間 内に反則 金を納 付すれぽ刑事訴追を免れ る とす る処理
方法が 適用 され ていた。
そ して昭和45年1月13日警察庁は,「最近 におけ る道路 交通 事情 の実 情に
かんがみ,交通事故の防止を図 りその他の安全 と円滑 を図 る」こ とを 目的 と
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して,道路交通 法の一 部を改正す る法 律の要綱案 を公表 し,その中で,交 通
反則通 告制度適用 対象者の範囲を拡大 し少年 である反則者につ いても交通
反則通 告制度 を適用 す るこ とを提案 した。警察庁の要綱 案は,少年 事件処理
手続 との調和を 図 るため若干 の修正を経 て,同 年3月16日法案 として内閣
か ら第63回国会 に提 案 され4月28日可決 された。このため,同年5月21日公
布 され た道路交通 法の一 部を改正す る法律 に よ り,道 路交通法第9章 「反
則 行為に関す る処理 手続 の特 例」につ いて改正が加 え られ,こ れ に よって
少年 に対 して も交通反 則通告制度 が適用 され ることとな ったのであ る20)。
この制度 は,車 両等の運転者 のした道 路交通法違反行為 につ いて,現 行
どお り罰則 を存 置 しなが ら,そ の特例 として,一 定 の範囲において,刑 事
手続 または 少年審 判手続 に 先行 して,都 道府県警察本部長 の 行政的措 置
(「通 告」 と呼 ぶ。 法127条)によ り,国 に対 し一定額 の金員(「反則金」 と
呼ぶ。 法125条3項)を 納付す る機 会を 与え,こ れに応 じて所定 の期 日ま
でに任意に反 則金を納 付 した者は,当 該違 反行為 につ いて公訴 を提起 され
ず,ま たは家庭 裁判所 の審判に付 されない こととし(法128条2項),大量
の交通違反事 件を簡易迅速かつ合理 的に処 理 し ようとす る ものである21)。
交通反則通 告制度は,違 反行為の事実 お よび反則 金納付 の告知 を受 けた
少年が反則金を所定期間内に納付すれば,家 庭 裁判所 に送 致せず に簡 易迅
速 に処理す ることを認め る制度であ り,確 かに大 量に発生す る交通違反事
件を効率的 に処理す るとい う面において有効性を発揮す る制度 であ る。 し
か し他方 において,一 定 の反則行為については一定額 の反則 金を納付すれ
ば済む わけで,少 年 に対す る教育的配慮に欠け る画一的処理であ るとの批
判22)を免れ るこ とは できないで あろ う。 さ らに簡易送致制度 と同様 に,少
年法が定め る全件送致の趣 旨を実質的に修正す るとい う問題 を持 って い る
制度 であ る。
この制度 の実施 に よ り,全 体 の道路交通法違反事件の約3分 の2が 反則
金の納 付告知を受け るこ とにな り鋤,軽 微な道路交通法違反 事件に対す る
処遇 の主体は まさに警察官が掌握す るところ となったのであ る。
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(6}少年 事件処理の現実
法的に 明確 な根拠は与 え られ てはいないが,少 年 警察活動要綱 を初め と
す る諸通達に よって少年警察活動は体系的に も整備 され,少 年 保護法制 の
中におけ る少年警察活動分野 は確実に拡張 され て行 った。 しか し,他 方に
おいて少年 事件処理 の現状は,少 年係以外 の係に処理 させ ることがで きる
Nさ れ てい る事件 の範囲(少 年警察活動要綱第6条)を 越えて相当数の事
件が捜査係や 外勤警察官等に よって 処理 されてお り,「少年 係に よる少年
事件処理」の理想 との隔 た りが大 きく,少 年事件の適正な処理の一つの盤
路 とな ってい る24)とされ ていた。
この ような少年事件処理 の現状を打開 し,少 年事件処理 の適正を図 るた
め に,46年4月7日 警察庁 保安部 長 よ り 「当面 の少年警察運営について」
通達が発せ られ,当 面の最小限度 の 目標 として,16歳未満 の少年事件につ
いては要綱第6条 第1項 に定 め る事件 を除 き,少 年 係に よって処理すべ き
こ とが具体的 に示 された。
これに伴い,少 年係以外 の係が事件を処理す る場合 に も少年事件処理 の
適正を確保す るために,昭 和46年4月,少 年係 の処理すべ き範囲が要綱第
6条の基準 よ りも狭い警察署 については,捜 査係 員の うちか ら1名 な い し
3名を少年事件処理担 当者 に指定 し,事 件の処理 に当た らせ る こととした。
捜査係等 に よる少年事 件処理 の適正を確保す るために,少 年の処遇 の基本
につ いて知識 を有す る係員 をそ の処理に 当た らせ るこ とを趣 旨 とす る もの
であった。
{7)「70年代 の警察」
① 「70年代の警 察一 激動 と変化への対応」
昭和47年6月 警察庁総 合対策委 員会 に よって,「70年代の警察一激動 と
変化への対応」25)が発表 された。 この文書 か らは70年代 の少年非行対策に
関す る警察 の方針 を読み取 る ことがで きるであ ろ う。
た とえば,「70年代は,都 市化をは じめ 社 会の 諸情勢が い っそ う大 きな
変化を遂 げ るもの と予想 され,治 安 の面 において も,欧 米諸国 のあ とを追
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わな い との保証はないのであ る。警 察が この よ うな社会 の変化 に適切 に対
応 しえないな らば,国 民 の信 を失 い,そ のか なえの軽重 を問わ れ ることに
な るとも考 え られ るのであ る。今やわれわれは,社 会 の変化を萌芽 の状態
か ら適確 には握 し,そ の変化に単に追随 す るだけ でな く,先 見性 を もって
そ の変化 に先回 りす るよ うな抜本的 な対 策を採 ることを迫 られてい る」 と,
この文書 の趣 旨が説 明 され ているが,そ れは警察全般 のみな らず少年 警察
に関す る基本姿勢 を も端的 に表 してい ると思 われ る。
この文書 の少年警察に関す る部分 につ いて,そ の項 目を挙げ る と,
第 皿部 警察運営




② 非行少年 に対す る基本的考 え方
3.少 年 警察活 動の推進方策
(1)少年警察体制 の強化
ア.少 年警察 の専門化
イ.補 導,保 護組織 の整備
② 早期発見 ・保護活 動の強 化
{3}処遇 の適 正化
ア.新 たな非行危険性 判定法 の開発普 及
イ.事 件処理 の適正化




「警察の役割 り」について,「少年 をめ ぐる諸問題の根 本解決は,教 育,














































昭和48年第1次 石油 シ ョック以降,経 済成長 のペ ースは低下 しそれ まで
の高度経済 成長か ら安定成長へ と転 じた昭 和50年代は,少 年非 行は昭和39
年 の第2の ピー ク後減少 を続 けていたが,40年代後半か ら増加 に転 じ戦後
第3の ピ■・一・クを迎 え ることにな った。
これ までに比べ ると少年非行の 内容は,万 引 き,自転 車盗,オー トバイ ・
自動車盗 な どの 「遊 び型 非行」 の占め る割合が増大 し,ま た家庭 内暴力,
校内暴力等 の暴 力行為が 多発 し社会問題 とな った。 さ らに シンナー乱用や
暴走族 問題が深刻化 して いた。 非行少年の特性 の面 で も,非 行 の低年齢化
の傾 向は一層顕著 にな っていた。
この よ うな非行 の趨勢 を反映 して,少 年非行対策 も多面的 な展 開が なさ
れたが,こ の時期 の少年警察 を最 も特徴づけている ことは,少 年警察の基
本方針が これ までの特別予防的観点か ら一般予防的観 点へ方向転換 された
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ことにあるであろ う。
すなわち昭和51年警 察庁に少年 課が新設 された のを契機 に,少 年警察活
動の重点は,従 来の非行を犯 した少年 に対す る補導 を中心 に した活動分 野
か ら,よ り積極的,一 般的な 「健 全育成」を 目指 して,非 行の未然防止や
有害環境の排除等少年を取 り巻 く社 会環境 を対象 とす る活動 分野へ と移 さ
れ,少 年警察は一つの方 向転換 をした と考 え られ る。それは,当 時の仁平
少年課長 自身が述べ てお られ る ように,ケ ース ワー ク(非 行化 してし まっ
た 少年 に対す る保護更生 のため の援助活動)を 対症療法 にす ぎない として
これを捨 て,社 会環境全般 の改 善に乗 り出そ うとす る26)ことを意 味 してい
た。
この よ うな方 向の転換 は,そ れ 以前 の昭和40年代後半か ら50年にか けて
の一連 の暴走族対策にす でに見 られていたが,昭 和51年の少年課 の発足に
よって明確 な もの とされたのであ る。 そ して,こ の動向は57年の 「少年 非
行総合対策 要綱 」に よって,よ り決定 的な もの として定着す る ようにな る
ので ある。
これ と平 行 して,50年代始め頃か ら,そ れ まで現 行少年法 の理念 を実現
す るケース ワー ク的機能 の中心的担い手で あった家庭裁判所 の変質,形 骸
化,刑 事裁判化が 聞かれ るようにな り27),それに代わ って警察が少年 法制
の中心 として登場 して くる ようにな るのであ る。
従来,こ れ までに見 て きた よ うに,少 年警察活動は非行少年を対 象 とす
る犯罪 の特別 予防を主眼に して運営 されて きた。 有害 環境の浄化活 動は当
初 か らその活 動分野に入れ られてはいたが,少 年警 察活動の中心 は,補 導
活動であ り続け てきた し,よ り一般的,積 極 的な非 行防止対策は警 察の任
務 とは長 く考え られ て来なか った。 しか し,50年代 にな って,激 増 す る少
年非行に対処す るには,よ り積極 的に,一 般的な防犯活動に乗 り出す必要
性が強調 され るよ うにな って きた。す なわ ち,少 年 の健全 な育成 を 目指す
一・般的 な非 行防止対 策,非 行の発生 を抑 止す るための環境 や条 件を整備す





昭和30年頃 か ら暴 走族 のは し りが 登場 し始め たが,昭 和34年には 「音キ
チ」 「カーキチ」「カ ミナ リ族」 と称 され て,そ の暴走ぶ りが社 会問題 化 し
て きた。乗用車が急速 に普及 して くる昭和40年頃か らは,京 都や名古屋 な
どの西 日本を中心に,暴 走 の現場に群衆が集 まる ようにな り,見 物群衆 も
参加 しての暴走騒 ぎが発生す る ようにな って きた。昭和47年には富 山市 国
鉄駅 前の繁華街において,数 十台 の乗用車の若者 とこれを見物 していた群
衆 約3,000人が暴徒 化 し,商 店 や通 り掛 か りの車を襲 って破壊す るな どの
事 件が発生 し,世 間の注 目を浴 び るところ とな った。 この騒乱事件を機に,
マス コ ミ等で 「暴 走族」 とい う呼び名が用い られ るよ うにな った。一方,
昭和47年頃 か ら,東 日本を中心 に暴走族 の組織化が急速に進み,ス テ ッカ
ーをは った り,旗 を立 てた りして集団暴走す る ようにな った29)。
② 通 達 「暴走 族に対す る取締 の強化につい て」
この よ うに大 きな社会問題 と化 していた暴走族に対す る取締 りを一 層強
化す るために,警 察庁次長 よ り 「暴走族に対す る取締 の強化について」通
達が発せ られた。
「暴走族(自 動 車等を運転 し集団 で最高速度違反,信 号無視,整 備不 良
車両運転等の暴走行為を 行 うものをい う。)に対す る 取締 りにつ いては,
従来か ら各都道府県警察におい て,総 合取締 り体制 を もって対 処 してきた
ところであ るが,最 近の暴走 族に よる暴走 行為は,悪 質 かつ広域化の傾向
が み られ る ようにな った。 更に,少 年 を含 む暴走族 グルー プが急激に増加
し,グ ルー プ間の勢 力争いをは じあ対立抗争事案が各地 で発生 してい る。
こ うした事態 に対処 し,市 民 の安全 と平穏 を確保す るため」,暴走族 の 取

































挙 の徹底4.警 察官 の受傷事 故防止か ら成 っていた。
つづいて5月29H警察庁交通局長 ・刑事局長 ・保安 部長 ・警備局 長 よ り暴
走族に よる悪質事案 の取締 り強化 について」通 達が発せ られた。その内容は,
1.動 向のは握 と防止措 置
(1)情報収集体制 の整備
② 関係都道府県間 の緊密 な連絡
{3}関係者に対す る警告 ・説得,路 線等の検問 な どに よる未然 防止
2.群 衆を巻 き込 んでの集団 不法事件に対す る措置
3.取 締 りお よび行政処分の強化
(1)悪質な暴走族 グル ープに対す る重点的 取締 り,解 体 補導活動
{2)運転免許 の行政処分 の強化
4.予 防対策
ω 地域住民等関係者 の協 力




警察 に よる取締 りの強化に もかかわ らず,そ の後 も事 態は鎮静化せず,
暴走族 による集団不 法事件は悪質化 してい った。そ して51年5月 「神戸 ま
つ り」 において再び発生 した暴走族 と群衆 に よる騒乱事 件では,、取材中 の
新聞社 カメラマンが暴行され礫死 し,ま た多数 の負傷 老を出 した。 この よ
うに昭和51,52年頃か らは,一・般 車両 を襲撃 した り,計 画的に警 察官等を
襲 うな ど極あて悪質な事 件が 目立つ よ うに な り,暴 走族 問題は深 刻 さを増
して いった。 しか し,従 来 の道路交 通法では,信 号無視,最 高速 度違反,
整備不良車両運転等 の個 々の違反行為 を検挙す る とい う方法 にのみ頼 らざ
るを得ず,集 団に よる暴走 行為 とい う危 険な行 為そ の ものを違 法な行為 と
して取 り締 まることがで きなかった。
昭和53年5月,道 路交通法が改 正 されて,新 たに 「共 同危険行為等 の禁
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止」の規定が設け られ,同 年12月1日か ら施 行 され る ことにな った。 これ
に よっては じめて,集 団に よる暴走行為 自体が違法行為 として取 り締 まれ
るよ うに なったため,そ の後 しば らくの問は暴走族 の活動 も鎮静化 した31)。
⑤ 暴走族対策の特徴
た とえぽ 「被疑者 の逮捕等,強 制捜 査を もって強 力な取締 り を 行 う こ
と」 な ど以上 の諸通達 の内容か ら見 て取 ることが で きる よ うに,一 連 の暴
走族対策 にお いては,少 年 の健全育成 の観点は欠落 してお り,防 犯体制 の
整備が主眼 とな って いるのが特徴 であろ う。 この ことは,以 下 の暴走族対
策に対す る警察 の役割 につ いての警察 当局者 の発 言の中に も見 いだす こと
が で きるであろ う。す なわ ち,「(悪質 暴走 集団の)解 体 を行 うために,徹
底 して潜在化 している犯 罪に対す る掘 り起 こし捜 査を行い,犯 罪 を犯 して
いる構成 員に対 しては,深 夜外出の禁止を規定す る青少年保護育成条例を
含む あ らゆる法令 を適用 して,軽 微 な ものまで見 のがす ことな く,か つ,
可能 な限 り強制捜査 で臨 むな ど,厳 しい姿勢 で対処 す ることを配慮す る」
とい う発言や,「 暴走 族集団の中に協 力者工作 を行い,必 要 に応 じて必要
な情報が 得 られ る体制 を作 りあげ,続 発傾 向にあ る暴 走族集団非行に対処
す る必要 があろ う」 とい う発言 であ るS2)。
② 警 察庁保安 部に少年 課新設
昭和51年5月10H,警察 庁保安部 に防犯少年 課か ら分離 して 「少年課」
が新設 された。
少年課 発足 当時 の仁 平少年課長 に よれば,少 年 課が発足 した背景にあ る
のは,少 年 非行の戦後第3の ピー クを迎 えていた ことであ った。昭和40年
以降減 少傾向にあ った少年 非行は,昭 和48年か ら増加に転 じ,戦 後第3の
ピー クを形成 しつつ あ った。主要刑 法犯少年 の人 口比 でみ ると,昭 和50年
には,昭 和26年,39年に次いで戦後3番 目の高い数値 を示 して いた。 また,
非 行の内容 も,暴 走族 に よる集 団暴 力事件や 中高生 に よる校 内暴 力事件が
多発 し,万 引 き ・自転 車盗 ・オ ー トバイ盗 の 「遊 び型 非行」が著 し く増加
し,シ ンナ ー乱用 少年 の急増 も目立 っていた33)。この ような少年非行の背
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景には,少 年 を取 り巻 く有害 な社会環境 の影響が少 なか らずあ り,何 らか
の対策が必要 とされ る ところであ るとされたいた34)。
この よ うな状況の中で,少 年課 の発足を機に,少 年警 察活動の重点は今
までの非行少年の補導 を中心に した少年を対象 とす る活動か ら,有 害環境
の排除等少年を取 り巻 く社会環 境を対象 とす る活動へ と移 され ることにな
った。す なわち,「警察庁 に少年課が新設 され たのを機 会 に,(省略)少 年
をめ ぐる環境浄化活動を当面の最重点 として取 り組 む こととした(省 略)。
有害環境 の排除は,か ねてか ら少年警察の主要 な活 動の一つ とされ ていた
が,従 来の少年警察は,ど ち らか といえば,非 行少年 の補導 を中心に,少
年を対象 とす る活動に重点がおかれ,有 害環境 の排除等少年 を取 り巻 く社
会環 境を対象 とす る活動は,付 随 的な ものであ った。 この こ とは,少 年警
察 の歴 史的経過,社 会情勢の変化 等に も起因す るもの と思われ るが,今 後
は,少 年対象の活動 とともに社会 環境(成 人)対 象 の活動に も一段 と力 を
入れなければな らない と思 う。 その よ うな意味において,昨 年 は,少 年 警
察 に とって大 き く方 向転換を した年であ った といえ よ う。(省 略)結 局 の
ところ,ヶ 一ス ワー クは,非 行化 してしまった少年に対す る保護更生 のた
めの援助活動 であ って,い わぽ対症療法に過 ぎない よ うに思 う。 少年 非行
の背景 とな っている社会環 境全般 について,こ れ を改善す るこ とこそ,少
年非行 防止の根本 治療ではなかろ うか。」35)とされ るのである。それ は,す
でに非行を犯 した 少年に対す る処遇では対症療法 に しか過 ぎないのであ っ
て,そ のよ うなケース ワークにかえて社会環境全般の改善に乗 り出そ うと
い うものであ る。
さらに この ような現行少年法が少年 保護手続 の基本的 な理念 とす るヶ一
ス ワー ク的機能 に代 えて防犯 とい う観点 か ら,少 年非行の根本治療 に警 察
が中心 とな って臨 もうとす る積極 的姿勢 もそ こに見 いだす ことが で きるの
であ る。すなわ ち,「 少年警察が中心 とな って取 り組んでい る少年非行対
策は,国 家 としての少年対策 の原点」36)であ り,少 年問題は,「わ が国にお
いて も,国 家 として,本 腰を 入れて対応すべ き時 期に来 ている と思 う。 こ
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の際,警 察 としては,少 年 非行 や少年 を取 り巻 く社会環境の実態等 につい
て,関 係機関,団 体は もとよ り広 く国民一般 に対 して,積 極的に情 報提供
し,社 会 的関心 を高めてい くことが必要 であ る」37>。「もとよ り,有 害環境
の浄 化は,ひ と り警察のみ の責務 では な く,ま た警察活動 のみ に よって成
果を上 げ うるものではないが,少 年非行や有害環 境の実態 につ いて最 もよ
くは握 してい るのは警察であ る。そ の警察が黙 っていて よい とい うこ とに
は な らない。 そ こに,警 察 と して果たす べ き役割がある」38)と。
後述す る 「少年法改 正につ いての中間報告」(昭和51年)あ た りか ら,
それ まで現行 少年 法 のケース ワー ク機能を支えて きた家庭裁判所 の形骸化
や刑事 裁判化が聞かれ る ように なって きた の と対応す るかの よ うに,そ れ
に代 わ る少年 法制の中心 として警察が登場 して来 るのであ る。
{3)少年 法改正につい ての答 申
昭 和51年11月22日,少年法改正 について審理を続 けて きた法制審議会 少
年法 部会は,法 制審議会会長に対 して,「 少年法改正に関す る中間報告 」
を した。 その後7ヵ 月にわた り法制審議会 では審議を重ねた結果,昭 和52




② 検 察官関与～ 出席権(第1項,8,第2項1),抗 告権(第1項9,
第2項2)
③ 少年 の権利保障 ～国選 付添 人制度(第1項2),必 要 的付添 人 制 度
(第2項2),証 拠調請求権(第1項4)お よび証人尋 問権(第1項4),
自白法則(第1項4)
④ 捜 査機関 に よる不送致(第3項)
⑤ 保護処 分の 多様化 ・弾力化(第4項)
であ る。
この うち,捜 査機関に よる不送致 については以下 の ようにな ってい る。
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「一定 の限度内で捜 査機 関 に よる不 送致を認め ることとす ること。
1.捜 査機関は,最 高裁判所 規則で定め る事 件については,家 庭裁判所
に送致 しない ことがで きることとす る。
2.右1の 不送致事件については,家 庭 裁判所 に対 して事 後的 に通報す
るこ ととし,家 庭裁判所が必要 と認めた場 合には,資 料 の送 付又は事
件 の送致を求め ることが で きることとす る。」
これについ ては答 申の内容説明に よれぽ 「基本的 には全 件送致 主義 を維
持 しつつ,簡 易送致 の慣 行を制度化 し,全 件送致主義 を合理化す る程度 に
おいて,こ れ に若干 の例 外を認め るに とどめ る」 と説明 されている。 また,
亀 山継夫法務省刑事局青年課長は,「 少年法改 正要綱 」は全件送致主義 自
体を修 正 し司法前処理 とい う形で捜査機関の不 送致を認め よ うとした もの
であ ったが,「 中間報告」は少年法発足当初か ら実務上 の慣行 として行 わ
れ て きた簡 易送致を制度化す るものであ り,全 件送致主 義の原則 は全 く否
定 していない と40),同様の説明を されてい るが,議 論のあ るところであろ
う41)。
(4)地域 ぐるみ の総合的 な非行対策の推進
昭和50年代 に入ってか ら少年非行は年 々増加を続 け,昭 和55年には,主
要刑 法犯 少年 の補導人 員は昭和39年(戦後第2の ピー ク)の151,083人を
上 まわ り,戦 後最 高を記録 しその増勢は止 どまるところを知 らなか った。
また,少 年非 行の内容 も,万 引 き,自 転車盗な どの 「遊 び型 非行 」の急増,
家庭内暴力 ・校 内暴力等 の暴力型非行な ど,少 年非行の内容は多様化 し,
さらに非行の低年齢化が一層顕 著 とな った。
この ような少年非行の状 況の中で,少 年非行防止の実効をあげ るために
は,関 係機関,団 体をは じめ家庭,学 校,地 域社会が一体 とな った地域 く・
るみ の総合的 な非行防止活 動を推進す る必要が あった。
そ こで昭和53年4月,全 国85ヵ所 に警察庁は 「少年を守 る環境 浄化重 点
地区」を指定 し,地 域住民 の協 力の下に総合的な環 境浄化活動に取 り組 む
ことにな づた。少年課が発 足 し,少 年を め ぐる環境浄化活動を 少年警察 活
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動 の最重点課題 として取 り上げ て きた一つ の現れで もあ る。
それ まで も警察は,少 年非行 を防 止 し,少 年 の健全育成を図 るため有害
環境 の実態把握や,各 都道府県 の青 少年保護 育成条例等 の法 令に基 づ く指
導取締 り等に積極的 に取 り組 んで きた。 しか し有害環境 を排除す るた めに
は,警 察 だけ の活動 では 不十 分で,家 庭,学 校,職 場等 が一体 とな った地
域 ぐるみ の活動が必要 な ことか ら,「 少年 を守 る環境浄化重点地 区」を指
定 し,「有害図書 自動販売機 の撤去運動」 「白 ポス ト運動」 「環 境浄化住民
大会」 「少年を守 る店 の設定」等,地 域社会 ぐるみの総 合的 な有害環 境排
除活動を推進す る ことになった42)。
また,総 理府青 少年対策 本部,警 察庁等 の非行対策関係省庁 お よび関係
団体が参加協力 して,国 民 の非行防 止活動への参加を企図 して,昭 和54年
か ら,毎 年7月 を 「青少年 を非行か らまもる全国強調月間」 と定めた。 そ
して この月間 中には,非 行防 止意 識高揚のため の県民大会,地 区大会,パ
レー ド等 の行事 やテ レ ビ,ポ ス ター等 に よる広報 ・啓 発活動な どが行われ,
国民総 ぐるみ の非行防 止運動 が展開 され るこ とに なった。
さ らに,そ れ まで少年 補導 員は,警 察 か ら委嘱 されて地域社 会におい て
ボ ランテ ィア として補導 活動,少 年相談活動な どに当た って きたが,昭 和
55年7月には,こ の少年補導 員の全 国的組織 として 「全 国少年補導員協議
会」が 結成 され たのであ る。
(5)総合的 な少年非行 対策推進 の強化
昭和56年1月20日総理 大臣 よ り青少年 問題審議会に対 し,「 非行を始め
とす る問題行動 の増 加,深 刻化等に 見 られ る現在の青少年問題へ の基 本的
な対応方策 につ いて」 の諮問 がなされた のに対 し,そ の5ヵ 月後の同年6
月30日青 少年問題審議会は,こ の問題が重要 な国民的課題 であ る ことに配
慮 して 「青少年問題に関す る提言」の中間答 申を した。
この よ うな政 府の動 きに対応 して,警 察 も,激 増 ・悪化す る少年非行に
対処す るために,警 察 各部門 の有機的 な連携 に よって警察 の総 合力が発揮
され る体制 を確 立 し,総 合的 な少年非行対策 を推進す るために,56年10月
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23日警察庁 に次長 を委 員長 とす る 「少年非行総合対 策 委 員 会」 を設置 し
だ3)。同委 員会 では,57年1月 「少年 非行 の総量抑制 対策」,同年5月 「少
年非行総合対策要綱」,58年3月 「少年の暴力非行 防止のため の緊 急対策」
と,次 々 と総合的な少年非行対策 の基本方針を取 りま とめ てい った。
① 「少年非行 の総量抑制 対策」
少年非行総合対策委 員会 は,少 年非行の総 量を押 し上 げ る主要 な要 因 と
されてい る万引 き ・乗物 盗の抑止対 策を緊急課 題 として検討 を重ね た結果,
昭和56年1月6日,警 察庁 保安部長,刑 事局長,交 通局 長連名で 「少年非
行の総 量抑制対策の推 進について」通達を発 した。
この対 策の趣 旨は通達 の中の以下 の ような文章 に よ く示 され てい るであ
ろ う。 「時代を担 う少年を非行か らま も り,そ の健全 な育成を図 ることは,
わ が国の将来を左右す る重要 な問題 であ るが,近 年,少 年非行 は,低 年齢
化 と普遍化 の傾 向が進 む中で,内 容的 に校 内暴力事 件等 の社会 的反響 の大
きい事犯が 多発す る とともに,量 的に万 引 き,乗 物盗を 中心に著 し く増加
してお り,今 日,極 めて憂慮 され る状 況にあ る。(省 略)少 年非 行の著 し
い増加の原因 とな ってい る万 引 き,乗 物盗は,規 範意識 が乏 しい少年 に よ
って,単 純 な動機か ら容 易に行われ る ことの多 い非行 である と同時 に,集
団化,常 習 化 しやす い,本 格的 な非 行に深化 してい く危険性 のあ る非行 で
もあ るので,こ れ らの非行の発生 を抑 止 してい くことが,緊 急 の課題 とな
ってい る。 そ こで,以 上 の よ うな観点か ら,各 都道府県警察 にお いては,
総合的 な少年非行対策の一環 として,引 き続 き少年の補導 を強化す る とと
もに,下 記に よ り,少 年 の規範意識 を高め,万 引 き,乗 物 盗の発生 を抑止
す るため の環 境や条件 を整備す るこ とに よって,こ れ らの非行への誘因か
ら少年 を まも り,ひ い ては これ らの非行 の急増に よ って押 し上げ られ てい
る少年非 行の発生の総量が長期的 に見 て抑制 され る こととなるよ うに,格
段 の努 力を されたい」 と。
総量抑 制対策の内容については,そ の項 目を挙げ ると,




































② 関係機関,団 体 との連 携の強化
で ある。
この総量抑制 対策の特 色は,ま ず,万 引 き,乗 物 盗 な ど の 「遊 び型非
行」 を対策の対 象 としている ことにあ る。 少年非行 の量 的な増加は主 とし
て万 引 き,乗 物盗 等の 「遊 び型 非行」 による もの との理解 の上 に立 ち,少
年 非行全体の総 量を抑制す るためには,こ の 「遊 び型非 行」対策が緊急課
題 とされたのである。
昭和57年版 のr警 察 白書』 に よれ ば,万 引 き,オ ー トバイ盗,自 転車盗,
占有離脱物 横領 を,そ れ まで の 「遊 び型非 行」 とい う言葉 に代 えて 「初発
型非行」 と呼び,「反抗 の手段が容 易で,動 機が 単純 であ る ことを 特徴 と
す る非行であ るが,他 の様 々な本格的 な非 行へ深化 してい く危険性 が高 い
非行であ る」 と定義 してお り,こ れ 以降 は 「初発型非行」 とい う言葉が使
用 され る ようにな ってい った。 この 「初発型非行」は,r警 察 白書』(57年
版)に よれぽ,そ の他の刑 法犯 少年 が この10年間で約1.2倍の増加 率に と
どまっているのに対 し,こ の 「初発型非 行」で補導 された刑法犯 少年 は約
2.7倍に も増加 してい る。 また,「初 発型非 行」で補導 した刑法犯 少年 が全
刑 法犯少年に占め る割合 も,昭 和47年の42.1%から56年には61.0%と20%
近 い増 加を示 していた。
総 量抑制対策は,こ の 「初発型非行」を抑 止す る ことは,量 的に少年非
行 の総量 を抑制す る とともに,「本格的な 非行に 深 化 して い く危険性 のあ
る非行」 とい っている ように,本 格的非行へ の入 り口か ら早期 治療す る と
い う意味 において も効率的 な非行対策 として重要 であ ると考えてい るので
あ る。
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また,総 量抑制対策は,少 年非行を未然 に防止す るとい う防犯的 な視 点
か ら,万 引 きや乗物盗を誘発 してい る環 境や条件を改善す ることを重 視 し
ている。例えぽ,万 引 きを誘発 しやすい環境 や条件を除去す るために,デ
パー ト,スーパーマー ケ ッ ト等関係業者に対 して,保 安 体制 の強化及 び保
安施 設 の整備(店 員に よる呼 び掛け,保 安要員 による顕在的看視活動,売
り場 の構造等の改 善,監 視 ミラー,モ ニターテ レビの設置等)を 要 請す る
ことを推進 している。 こ こでは,非 行の発 生その ものを防 ぐために,社 会
環 境条件 を整備す るとい う行政警察機 能が強調され てい るのであ る。昭和
57年当時 の警 察庁 少年 課課長補佐深 山健男氏は,こ の対策 の概要について
以下 の ように説 明 され てい る。「警察 の主要 な 任務は 国民の生命 ・身体 ・
財産を守 り,公共 の安全 と秩序 の維持 を図 ることにあ るが,戦 後 の改革に
より(省 略)法 的に第一 次捜査機関 として,あ らゆ る事 件について 自らの
責任 と権能に よって捜 査す ることにな ったが,反 面多 くの行政警 察作用が,
厚生 ・労働 ・建設 ・自治等の 省庁 に 移管 された。(省略)そ して以後,警
察 の権 能は捜査等の司法作用 が中心で あると考え られ る ように な り,本 来
犯罪の抑止を 目的 とすべ き防犯警察にあ って も,特 別 法違反の捜 査に傾斜
した姿勢がみ られ,犯 罪や 非行の発生その ものを防 ぐための社会環 境な り
条 件を整備す る とい った 行政施 策を 軽視 して きた といえる。(省略)し か
し警 察作用が,国 民の平穏 な生活を守 ることを 目的 とす る以上,犯 罪の発
生に迅速,的 確 に対応す るとともに,犯 罪 の発生その ものを防 ぐ社会 基盤
を形成す ることを もっと重視すべ きであ り,特 に少年 警察にあ っては,検
挙 ・補導に よる再非 行防止活動 を強化す るとともに,第 一義 的には 非行へ
の誘因か ら少年 を守 る との観点か ら,非 行 の発生を抑 止す るための環境 や
条件 を整備 す るとの防犯的 な努力が強 ぐ求め られ るのではなか ろ うか」 と。
この よ うに総量抑制対策は,非 行の発生 を 未然に 防 ぐために,「補導 活
動の強化 」「継続的な事 後補導 の徹底」 「非行集団の解体補導 の徹底」 を図
り,非 行を誘発す る社会環境 ・条件を整備す るとい う,一 般予防的観点か



















































1.国 民 との コ ミュニケーシ ョンの強 化
2.調 査,研 究 の実施
であ る。
要綱 の趣 旨は,通 達 に通 され てい るよ うに 「時代 を担 う少年 を非行か ら
まも り,そ の健全 な育成を図 るこ とは,わ が国 の将来 を左右す る重要な問
題であ るが,近 年,少 年非行は質,量 ともに極 めて深 刻な様 相を呈 してお
り,そ の解 決は,ひ とときもゆ るがせに できない国民 的な課題 とな ってい
る。 この よ うな情勢 に対処 して,総 合的な少年 非行対策 の推進,少 年の補
導及び保護の強化,少 年警 察体制 の充実等を図 り,国 民の期待 に こ た え
る」 ことにある。そ して要綱 の内容 の要 点は,第1に 関 係機 関,関 係団体,
地域社会 との連携 を もとに した総 合的 な非行防止活動の推進 を図るこ と,
第2に 「少年を 非行か らま もる 全 国強調月間の推進 」「少年 を非行か らま
もる日の設定 」「パ イ ロヅ ト地区活動 の推進」等に よって,非 行防止 に 関
す る地域社会 の理解 と関心 を高め 少年非行防止 を国民運動 として展開す る
こと,第3に 警 察全 組織 をあげ た総 合体制 を確立 して,警 察の総合力 を も
って少年非行防止に当た ることにあ ると思われ る。
総 量抑制 対策 と同様 に,少 年非 行総 合対策要綱 に も一貫 してい るのは,
一般予 防的機能 を重視 し,そ れを 基盤 とした防犯 的な視 点か らの非行対策
であ ることであろ う。 この ことは 対策要綱制定 の趣 旨についての以下の よ
うな深 山氏 の説 明か らも明 らか であ る。 「少年警察にあ って も,昭 和40年
代中頃 においては,非 行 少年を対 象 とす る犯罪 の特別予防 に主眼を置 く活
動,す なわ ち非行少年等 を発 見 し,そ の少年 につ いて必要 な捜査又は調 査
を して関係機関へ送致又は通告 し,又 は その他 の適切な措 置を講 ず るf少
年補導』 を行 うことが,有 害環境 の取締 りとともに少年警察 の主 要な任 務
であ り,そ の任務にそ った活動を少年係は重点的に行 うべ きもの とされ た。
そ して少年警察活動要綱に規定 す るr少 年の非行防止』の意味 も,一 般 的
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な非行防止活動,保 護育成 活動をい うのではな く,非 行を行 った少年を対
象 とす る犯 罪の特別予防活動 に主眼を置 くべ きであるとされたの であ る。
(省略)し か しこの考 え方は,今 日国民が警察 に期待す る少年 の非 行防止
とその健全な育成 に対 し,到 底応 えるこ ととはな らないばか りか,国 民 の
平 穏 な生活を守 る とい う警察 の責務を十分果たす ことともな らな い。す な
わ ち警 察作用は,発 生 した犯罪に迅速,的 確に対応す るとい う受動的事 後
的な作用 とともに,犯 罪の発生そ のものを防 ぐ対策 と,そ のため の社会基
盤 を形成す る作用 を もっと重視 すべ きであ り,特 に少年警察 にあ っては,
検挙 ・補導に よる再 非行防止活動 を強化す る ことは もとよ りであ るが,第
一義的には非行への誘因か ら少年 を守 るとの視点か ら,非 行 の発生 を抑 止
す るための環 境や条 件を整備 する とい う防犯的視点か らの行政施策が 強 く
求め られ るのでは なか ろ うか。(省略)今 回 の対策要綱は,こ の よ うな 考
え方に基づ き,少 年警察の原点 と もい うべ き予防的機 能の重要性 を見直 し,
激 増す る少年非 行の現状の中で,長 期 的な観点か らみて少年警察が なすべ
き諸施策について 体 系化 した ものであ る」44)。この ように 対策要綱 は,特
別 予防 では な く,非 行の未 然防止 とそのための社会環境条 件の整備 とい う
一般 予防に 重点を 置 くので あって,言 葉を変 えれば,「少年 の健全 育成」
の ため に積極 的 ◆一般的な行政警察機能 を強化す るこ とを意図 してい るの
で あ る。
また対策要 綱は,少 年警 察に よる 「規範教 育活動」「世論 の 形成 」のた
めの施策の推進 に 対す る 積極的姿勢を示 している。例 えば,「広報啓発 活
動の推進」 の項 では 「関係機関,関 係団体 との連携 の下に,各 種 広報媒体
を積極 的に活用 し,少 年の規範意識の啓発を図 る とともに,少 年非行 の防
Lヒのための世論 の形成 と関係者の社会 的責任 の 自覚 の高揚 を図る」 とし,
「少年の社会参加活動等 の推進1の 項 では 「関係機関,関 係団体 等 との連
携の下に,少 年非行防止 のため の社会参加活動(空 かんの整理 等 の環境 美
化活動その他),体育 ・スポーツ活動等(少 年 の 柔剣道錬成,野 球大会 そ
































6.地 域社会 におけ る健全 育成 活動の振興
であ る。
警察庁の少年非行総合対策委 員会 におけ る 「少年非 行総合対策要綱」お
よび 「少年非行総 合対策要綱実施計画 」の検討 は,56年1月 以来審議 を行
って きた総理府 の青少年問題審議会 の答 申と も連動 させ なが ら作業 が進め
られて きたので,以 上 の ような 答 申や 申し合わせの内容 は,「少年非行総
合対策 要綱 」の中に盛 り込 まれて いる とされて いる45)。
(7)「少年非行総 合対策要綱 」で示 された基本方針の実現
① 「少年を非行か らまもるパイ ロッ ト地区 活動」
昭和57年7月,政 府の 「青少年 の非行防止対策 」についての閣議決定の
趣 旨お よび 「少年非行総合対策要綱」 を 踏 まえ て,「少年を 非行か らまも
るパイ ロヅ ト地区活動」が実施 され るこ とにな った。激増す る少年非行は,
中学生が中心 とな ってお り,さ らにその芽は小学生高学 年に まで及んでい
る状況 にあった。 この ような少年非行の趨 勢に対処す るため,少 年非行の
多発 している200地区を選定 し,「少年を非行か らまもるパイ ロッ ト地区」
に指定 し,主 として中学生お よび小学 生高学年を対象に,警 察が家庭,学
校,地 域社会 と一体 とな った総 合的かつ効果的 な非行防止活動を推進 す る
ことに よ り,少 年非行の抑止を図 ろ うとす るもの であ った。
② 「少年 柔剣活動」
続 いて同年11月 には,「少年非行総合対策要綱」に基づ き,少 年 の克己
心や 自立心 をは ぐくむ とともに,少 年に社会 的ル ールを身 につけ させ るこ
とに よって,少 年の非行防止 と健全 育成を図 る目的 で,警 察 署の道 場を解
放 して地域 の少年たちに柔道や 剣道の指導 を行 う 「少年柔剣 道活動」が少
年警察活動 の一環 として行われ ることにな った刷。
③ 「少年の暴力非行防止 のた めの緊急対策」
そ して58年3月8日 には,少 年非行が,凶 悪化 ・粗 暴化 の傾 向を ます ま
す強 め,特 に,暴 力的非行集 団に よる悪質 な暴 力非行が多発 している こと
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か ら,こ の ような事態 に 緊急 に 対処す るため,「少年の暴力非行防止 のた
め の緊急対策」 を制 定 し,そ の 旨警察庁次長 よ り通達 された。 これ に よっ
て,警 察各 部門 の総 合力を発揮 して,暴 力的非行集団 に よる暴 力非行を一
掃す るために積極 的 に暴力非行対策が推進 され るこ とにな った。
この よ うな通達 が発せ られ た背景には,校 内暴力をは じめ とす る少年 に
よる暴力的非行が増加を続け,特 に教師に対す る暴力事件 の処理 件数が,
57年には過 去5年 間で4.4倍と著 し く増加 した ことが あ った。 この ような
校 内暴力事件の多 くは,校 内粗暴集団等非行集 団に よる ものであ り,し か
も,そ の背 後で暴 走族等の地域粗暴集団が悪 影 響を与 えた り,校 内粗暴集
団が 相互に結び付いて ピラ ミッ ド型 の番長連合組織 を形成す るな どの事例
も多 か った47)。
加 えて,そ の よ うな状 況の中で昭和58年初頭,生 徒 の校内暴 力に起 因 し
た町 田市におけ る中学教師に よる生徒刺傷事件が発生 し,続 いて横浜市に
おいて,中 学 生に よる浮浪者襲撃殺害事件等の衝 撃的な事 件の発生を見 る
に至 った。
非 行防止対策推進 連絡会議においては,早 急に講 じる措置 として,1.青
少年 の非 行防止 ・健全育成運動の喚起 ・推進,2.学校警察連絡 協議会等非
行防止 活動 に関す る地 域の関係機関,団 体の連携強化,3.暴力的非 行集団
の解 体補導 の徹底,4.環境浄化活動の推進,5.生徒指導体制 の確 立等 の5
項 目について申 し合わせが行われた4B)。そ して,こ の申 し合わせ に応え る
ため に,警 察庁 において前述の通達が発せ られた のであった。
「少年 の暴力非行 防止のための緊急 対策」の内容の項 目を挙 げる と,
1.暴 力的非行 集団の解 体補導 の徹底等
(1}暴力的非 行集団の実態 把握 の徹底
(2)暴力的非 行集団に よる悪質 な事 件の迅 速的確 な処 理
(3}暴力的非 行集団の解体補導 の徹底
2.夜 間におけ る街頭補導 活動の強化































等に対 して も規制が行われ る こととなった。 また,同 法38条に よ り,盛 り
場 等において少年 補導等 の活動 を行 う民間ボ ランテ ィアである 「少年指導
委員」の制度 が新 し く設 け られ ることになった。
VIIお わ り に
少年警 察が,戦 後 どの よ うな軌跡 を描 いて推 移 して きたのか,通 達等の
資料 を素 材に して約40年間を追 ってきた。少年警 察は,戦 後40年間明確 な
法的根拠 を与 え られ るこ とな く今 日に至 ってい る。 明確 な法的根拠 を欠 く
とい う不安定 な立場 にあ りなが らも,そ の時 々の少年非 行の趨勢 に押 し出
され るよ うに して諸 々の通達が発せ られ,少 年 警察 は しだいに体系化 され
て きた。そ して少年法制の中で確固 たる地位 を築いて きた といえ るだろ う。
他方に おいて,少 年警察活動 の方針は,出 発点においては まだ暗中摸索
状態 では あ ったが,し ば ら くす る と非行少年 を対象 とす る補導活動 に活路
を見 いだ していた。 ところが,し だ いに この少年 を対象 とす る非 行の特別
予防 よ りも,少 年一般や あるいは少年を取 り巻 く社 会を対象 とした非行 の
予防活動 に重点がおかれ る よ うに なってきたのであ る。 この よ うな変化の
背景 には,増 大激化す るのみ な らず複雑化す る少年非 行に有効 に対処す る
ためには,非 行化 した少年だけ を事後的に扱 っていたのでは不 十分 で,よ
り効率的 な先手 を打つ対策が望 まれ る ようにな った ことが あるだろ う。 近
年,「 少年 の健全 育成」 「少年の保護」 とい う言葉 の下 に行政 警察的機能
が 強化 されて きたが,諸 々の通達等 に見いだ され るのは,む しろ 「非行の
取締 り」 「非行鎮圧」 「防犯」の強調であ るよ うに思われ てな らない。
自白の強要,杜 撰 な捜査,少 年の人権侵害等現在 の少年警察が抱えてい
る問題は,ひ とつ には そ こに起因 してい るのではなかろ うか。
それ では,「 何故 」この よ うに少年警察は推移 して きたのであろ うか。
本稿 は これ を明 らかにす るこ とはで きなか った。 単に少年非行の趨 勢の変
化だけ に よっては解 明できない問題であ り,い うまでもな く教育,福 祉等
も含 めた青少年 対策 の変遷や警察全体にかかわ る治安 対策 の変遷等 を考察
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す る必要が ある と思われ る。 これ らすぺ てを視野 の中に入れ し た と き,
「何故 」がわずか に解 きあか され るであろ うか。本稿は,少 年警察 の組織
運営等 の範囲で,不 十分ではあ るが少年警察 の戦後におけ る軌跡を振 り返
ってみた ものであ る。
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